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子ども読書基本計画等に対応した読書活動や学習指導要領を踏まえた学校図書館の機能強化や活性化に向け、多様な関係者
・機関等の連携を促進し、新たな読書活動のモデルなどを構築するため、読書活動推進モデル事業を実施する。
＜委託事業：教育委員会等＞
 ＜取組内容＞
１ 子供の読書活動総合推進事業
①発達段階などに応じた読書活動推進事業
子ども読書基本計画を踏まえ、紙とデジタルの特性を活かした読書活動の先導的な取組や、発達段階や
多様な子供のニーズ等に対応した効果的な取組を行う。
（委託先：２箇所（小・中・高等学校等、公立図書館）×0.8百万円）
②多様な関係機関・団体等による連携体制構築事業
図書館や学校図書館のほか、公民館や児童館、大学、民間団体等 （NPO、書店等の
民間企業）の幅広い連携・協力体制を構築し、地域における学習資源や人的資源を
共有・活用して地域に根ざした子供のための読書環境醸成の取組を行う。
（委託先：３箇所（教育委員会、学校（含む大学）、公立図書館、民間団体等×2百万円）

２ 学校図書館図書の整備促進事業
学習指導要領を踏まえた学校図書館を活用した授業を進めるため、新しいトピックに関連
する書籍（SDGsなど）、新聞、優良図書及び授業に必要な基本図書の整備状況などを
再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策定や図書館資料を活用した
モデル授業の実施など学校図書館図書の整備促進に向けた取組を行う。
（委託先：４箇所（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等）×1百万円）

読書活動総合推進事業
現状・課題

「子どもの読書活動に関する基本的な計画」等への対応のため、図書館や学校図書館等を活用した読書活動を総合的に推進するための以下の取組を行う。

アウトプット（活動目標）
・新たな読書、授業モデルの構築
・司書教諭講習を実施する機関の増加

短期アウトカム（成果目標）
・読書に興味が深まった子供の増加
・学校図書館の活用に理解が深まった教職員の増加
・司書教諭講習の修了者数の増加

長期アウトカム（成果目標）

事業内容（令和4年度～）

○国の計画への対応
・第五次「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」
（R5.3.28閣議決定）
R5年度からの5か年計画を踏まえ、「不読率（※）の低減」
（特に高校生の不読率は依然として高い）、「多様な子どもたち
の読書機会の確保」、「デジタル社会に対応した読書環境の整
備」、「子どもの視点に立った読書活動の推進」のための方策、取
組等の検討が必要。
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・第6次「学校図書館図書整備等5か年計画」（R4～Ｒ8）
Ｒ4年度からの第6次計画を踏まえた国の支援策が必要。学校図
書館図書標準の達成、計画的な図書の更新等が課題。

○取り巻く情勢の変化ーデジタル社会への対応ー
・GIGAによる一人一台端末の整備を踏まえた学校図書館の利活用が課題。
・子供達の情報活用能力の育成とともに、多様な子供達の読書機会の確保等のために、
電子書籍の利用、学校図書館や図書館のDXを進める必要がある。

○読書活動の総合的推進
・多様な子供の読書活動を推進するためには様々な機関や人々の連携・協力が不可欠
である。図書館、学校、民間団体など関係機関が連携して行う子供の読書活動を推
進する様々な取組を促す必要がある。

図書館・学校図書館等を活用した読書活動の推進 17百万円（7百万円） 司書教諭講習の実施  22百万円（21百万円）

学校図書館法に基づき、学校図書館の専門的職務を掌る「学校図書館
司書教諭」の養成のため、全国の教育機関が講習を実施するための経費を
措置する。＜委託事業： 47箇所（大学及び教育委員会）×0.5百万円＞

「子ども読書の日」（4月23日）の理解推進 5百万円（5百万円）
国民の間に広く子供の読書活動について関心と理解を深めるために、
「子ども読書の日」（4月23日）を広く周知するとともに、特色ある優れた
取組を行っている図書館・学校・団体等を表彰する。＜直轄事業＞

読書活動の推進等に関する調査研究  11百万円（12百万円）
①子ども読書基本計画を踏まえ、子供の読書活動や図書館の実態把握など諸
制度の見直しや施策立案に必要な基礎資料を得るための調査分析等を行う。
②図書館等におけるデジタル化やＤＸを推進するため、学校図書館や図書館の
デジタル化に向けた課題やその対応方策を策定するための実証的な調査研究を
行う。（課題解決型調査研究） ＜委託事業：各1団体 × ①4百万円、②7百万円）＞

令和6年度要求・要望額 56百万円
（前年度予算額 45百万円）

・不読率の低減

（担当：総合教育政策局地域学習推進課）
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